ほぼ週刊コラム「Partnership論」その３６
次期ローマ教皇候補のひとり：ピーター・タークソン枢機卿、ガーナ出身、64歳
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カトリックのローマ教皇が辞任　先々週CoDevのため米国に出張していた時、ちょうどこのニュースがあった。San Diegoのホテルのテレビにオバマ大統領のコメント
が流れた。

「全ての米国民を代表して、ミッシェルと私は教皇ベネディクト16世に対して感謝と祈りを捧げます。私達二人は2009年の教皇との面談を思い出深く記憶しています。過去4年間の教皇との共同作業に感謝します。教会は、米国と世界において重責（critical role）を担っています。次の教皇を選ぶため間もなく集う枢機卿達に最善が訪れます様、祈ります。」
現教皇のベネディクト16世。コラム１３で「理性と宗教の新たな共存」をハーバーマスと共に表明したと紹介したカトリックの現在最高位が「存命中退位」を決断した。カトリックの二千年に及ぶ歴史の中で、六百年ぶりの珍しい出来事だ。
背景にあるのは「世界の激動」「そこで教会が担う重責」「教皇自身の高齢（85歳）」だ。つまり、体力的に現教皇としては重責（critical role）を担いきれないと考えたのだろう。

「世界の激動」としては「ユーロ危機」「アラブの春」「冷戦終了後の社会主導原理の揺らぎ」「文明の衝突」
等いろいろ考えられるが、私としては、コラム３２でとりあげた「経済大転換、経済の民主化」が最大の懸念事項なのではとついつい考えてしまう。強引かな？

でも、あながち「強引」でもない。次期教皇はこの3月にも開催されるConclaveという80歳未満の枢機卿達（116人）による選挙によって決まるのだが、巷のbookmakerによれば次期教皇の最有力候補に挙がっているのはピーター・タークソン枢機卿だ。アフリカのガーナ出身、64歳。彼は、partnership論を含むカトリック社会教説（social teaching）の専門家
であり、現在世界の経済のあり方に対して「改革」を呼びかけている
。2011年に始まった「ウォール街を占拠せよ」のデモを支持し、『国際財政金融システム改革に向けて』という声明を出している。その前文（preface）を以下に和訳しておく。
教皇庁「正義と平和評議会」発行『国際財政金融システム改革に向けて』：前文
『世界状況は今、以下のことを要請しています。即ち、様々な問題 ---- 社会的、経済的、文化的、そしてspiritualな問題、これらの全ての局面（facet）を検討するに際し、全ての人による協奏的（concerted）作業を要請しています。教会は、国家が行う政治的活動に関わろうとは思いません。しかし、人間の問題については長期の経験を有しており、唯一つのゴール、即ち、the befriending Spirit（誰とでも友達となろうとする聖霊）の導きによりキリストの仕事を推進すること、これを探求しています。キリストの仕事は真理を証言（witness）することです。キリストは、裁くのでなく救うために、仕えられるのでなく仕えるために、世に来られたのです。』
 （パウロ6世1967年回勅）
これらの預言的かつ的確な言葉を用いて教皇パウロ6世は明確に、教会と現世界の親密な関係が辿（たど）ってきた軌跡（the trajectories）を概観しました。そしてこの見解により、「人間の尊厳」と「共通善 --- これにより人間には、自分自身の高次の願望に従って行動する自由と責任が与えられます --- に向かう探求の旅（Quest）」が持つ深遠な価値を、教会の外側にいる人々にも気づかせました。
2011年の今現在、世界が経験している経済財政危機を契機にして、個人達も諸民族諸国民も、全ての人々が、社会的共生の根本に横たわる原則とその文化的精神的価値を、深く検討しなければなりません。その様に皆、召し出し（summon）を受けたのです。更に重要なことは、この「危機」を契機に、私的組織も公的機関（管轄権を有する、国家的・地域的・国際的な公的機関）も、この経済財政危機の原因と解決策について政治的・経済的・技術的な観点から真剣に考察することが求められていることです。
この様な見地から、教皇ベネディクト16世は2009年回勅において以下の様に示されました。即ち、今回の経済財政危機により、『我々は義務を課されました。それは、未来に向けての歩み（journey）を計画し直す義務です。新しいルールを自らに課すことによって新しいcommitmentの形態を見いだす義務、あるいは、positiveな経験に立脚しnegativeな経験を棄て去る義務です。これらを果たせば今回の危機は、未来に向けて新たなvisionを形成するためのdiscernment（識別、選別）の好機（an opportunity for discernment, in which to shape a new vision for the future（本文でもイタリック））となります。この様な精神、即ち、諦観でなく自信をもって臨み、現在の困難を解決することが適切です。』

2009年Pittsburgh G20サミットでは、その採択文において、『今般の経済危機は、責任に根ざした、持続可能で世界的な経済活動という新しい時代に向かうことの重要性を示した。』と述べられています。

教皇庁「正義と平和評議会」は、ここに、教皇の主張、即ち、誰もが憂慮する今般の状況に対して誰にも増して憂慮するという教皇の主張に応えます。それぞれに敬意を表して、民間研究者および政策研究機関の方々に対し、当評議会は、本論考：『国際財政金融システムの改革に向けて～～global public authorityの文脈から.』を提供し共有化します。
世界のリーダー達と善意ある全ての人々に対して、この論考が有用であることを我々は希望します。これは、現世代だけでなく将来世代の人々に向けての責任を履行しようとするものです。この責任が履行されることを願って、「より良い将来への希望」、「人間の尊厳への信頼」、「善を受け入れる能力」、これらが決して消失しないことを祈ります。
Peter K. A. Turkson枢機卿
「正義と平和評議会」議長 　2011年10月24日
The forge of God（神の鍛造炉）級のdiscernment（識別、選別）の時が来た。　存命中退位を決断した当のベネディクト16世自身の胸中に、The forge of God --- 先回コラムで紹介した「神の鍛造炉」即ち「最後の審判」 --- 級のdiscernment（識別、選別）の時を、今我々は迎えつつあるのだという重大な認識がある。この様に、この『国際財政金融システム改革に向けて』前文の第四段落、即ち、2009年のベネディクト16世回勅『Caritas in Veritate（真理に根ざした愛）』の21段落は、読むことができる。

六百年ぶりの珍事の「存命中退位」だ。その背後には相当の重大理由が必ずある。それはやはり、今般の経済危機に端を発したものではないのか。即ち、「経済構造の抜本的改革」、これが、教会が現在担うべき最大の重責（critical role）であるとの認識が、現教皇辞任決断の背後にはある。そう思えてならない。
プロテスタントが19世紀末にarm’s length経済を生み出した様に、21世紀初めの今、カトリックがnon arm's length経済を生み出すべき時が来た。　『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』の著者であるマックス・ウェーバー風に、もし、言うのならば、この様な認識が、今回のローマ教皇存命中退位の背後には存在する様な気がする。
マックス・ウェーバーは説明した。プロテスタント（の特にカルバン派）には「予定説」という考え方がある。「予定説」とは、「最後の審判の時、排除されずに永遠の生命を与えられる予定の人間は、実は、既に神の計画の中で定まっている。」というものだ。自分がこの「神に選ばれし者」であることを示そうとして、人間は現世において成功しようと努力する。この「プロテスタントの人々の努力」が、巡り巡って、19世紀の終わりから20世紀の初めにかけて、資本主義経済、corporate経済、即ちarm’s length経済を生み出した、と。
そして、マックス・ウェーバーは嘆いている。キリスト教が生み出したこの資本主義経済、corporate経済、即ちarm’s length経済は、皮肉にも何時しか、『精神のない専門人、心情のない享楽人。この「無のもの」達』によって運営される「鋼鉄のように堅い檻（おり）」へと変貌してしまった、と。
しかし、マックス・ウェーバーは一縷の望みもありうることを述べている。即ち、このarm's length経済が、「化石化した燃料の最後の一片が燃え尽きるまで続く」かもしれないが、その「猛烈な発展が終わる時」に、「まったく新しい預言者達が現れるのか、あるいはかつての思想や理想の力強い復活がおこるのか」、そういったこともあるかもしれない、と。
カトリックも20世紀中葉に「宗教改革」を実施した。脚注5で説明した様に、カトリックも1962年～1965年に開催した第二バチカン公会議において、プロテスタントに遅れること450年、「宗教改革」「近代との共存化」を実施した。いまや「経済」を肯定的に考えている。だからこそ脚注5で紹介したオランダTilburgカトリック経済大学
もあるのだ。
この「生まれ変わった」カトリックが、マックス・ウェーバーの言う、「まったく新しい預言者達」となろうとしている。あるいは「かつての思想や理想の力強い復活」を起こそうとしている。私には、そう思えてならない。
『国際財政金融システム改革に向けて』本文では、世界中央銀行 --- 各国の中央銀行と同様の機能を世界的に果たす中央銀行、の設立などを提案し、金融政策に関して「世界共通の権限」を有する機関の設立を呼びかけている。あるいは、「金融取引への課税」も提案している。
　つまり、金融経済と実体経済を分けて論じれば、金融経済には世界的な枠をはめて暴走できないようにし、他方、実体経済に関しては、コラム３２で紹介した米国カトリック司教団『Economic Justice for All』（1986年）ほどには述べられていないが、タークソンも「人間の尊厳」を重視していることからも分かるとおり、実体経済に関しては民主化、つまり人々一人一人に権限と責務を与えようとする主張だ。詳細は原文を参照されたい。
　さて、冒頭のオバマの祈り『Conclaveに最善が訪れます様に』の真意ははかりかねるが．．．。私の願望としては、オバマが再選を果たした直後でもあり、ここは一つ、オバマとタークソンのそろい踏みを是非見てみたいところだ。勿論、両者ともpartnership論については専門家。その二人、即ち、金融経済政策通のタークソンと、実体経済政策通のオバマのそろい踏み。

そうなれば凄い！カードゲームのナポレオンでオール･マイティと正ジャックがそろう様なものだ。金融経済の暴走の懸念がなくなって、実体経済の民主化が一気に進むかもしれない。
　この３月にも実際のConclaveが開催されて、意外とあっさり、全然違う人が教皇に選ばれるかもしれない。そうなれば、この話題を書く機会はなくなる。ということで、この機会を捉えて勝手な「私の願望」を書かせて頂いた。

　
今週は以上。来週も乞うご期待。
� “On behalf of Americans everywhere, Michelle and I wish to extend our appreciation and prayers to His Holiness Pope Benedict XVI. Michelle and I warmly remember our meeting with the Holy Father in 2009, and I have appreciated our work together over these last four years. The Church plays a critical role in the United States and the world, and I wish the best to those who will soon gather to choose His Holiness Pope Benedict XVI’s successor.”


� Samuel P. Huntingtonがコラム３２で紹介した『第三の波―20世紀後半の民主化』の後に出版したのが『文明の衝突』。イスラム教社会とキリスト教社会の衝突を予測している。


� ラインハード・マルクス枢機卿（ドイツ出身、59歳）も社会教説の専門家で� HYPERLINK "http://berkleycenter.georgetown.edu/events/economic-crisis-as-an-opportunity-for-change-with-cardinal-reinhard-marx" \t "_blank" ��Subsidiarity& Solidarity論で講演も多数�しているが、現教皇が同じドイツ出身であり次期教皇候補としては下馬評に名前が挙がっていない。タークソンのブレインに加わるのかもしれない。


� Bloomberg.cco.jpの記事「� HYPERLINK "article%20of%20Bloomberg%20Yes%20to%20Occupy%20by%20a%20catholic%20cardinal%20.pdf" \t "_blank" ��「ウォール街を占拠せよ」デモ、バチカン枢機卿が支持－金融規制要望�」参照方。


� 教皇パウロ6世（1963-1978在位）が第二バチカン公会議（1962-1965）直後の1967年に発行した回勅『� HYPERLINK "http://www.osjspm.org/document.doc?id=65" \t "_blank" ��Populorum Progressio（諸民族の進歩推進について�』の13段落。


パウロ6世は、前任者のヨハネ23世（1958-1963在位）と共に第二バチカン公会議（1962-1965）を主導した。この第二バチカン公会議により、プロテスタントに遅れること450年、カトリックは「宗教改革」「近代との共存化」を実施したことになる。ちなみにプロテスタント宗教改革は、ルターが1517年に出した「95箇条の論題」を契機に始まった。


　第二バチカン公会議以前のカトリックに旧弊があったことを知るために例を示すと、例えば、モンテスキューの代表的著書『法の精神』は三権分立を唱え、近代社会を形成する上で不可欠な思想を述べているが、この書物はカトリックの「禁書目録」に載っていた。禁書目録が公式に廃止されるのは1966年、第二バチカン公会議終了の翌年のことだ。


　その様なモンテスキューの銅像が、オランダTilburgカトリック経済大学のLaw School入り口にでんと据えてあるのを、2012年6月、同大学で開催された� HYPERLINK "http://www.tilburguniversity.edu/about-tilburg-university/schools/law/departments/businesslaw/symposia/june2012/" \t "_blank" ��シンポジウム�に参加した私はしげしげと見た。カトリックは何と見事な大変化を遂げたことかとつくづく思った。


� 教皇ベネディクト１６世（2005-2013在位）の2009年回勅『� HYPERLINK "http://www.vatican.va/holy_father/benedict_xvi/encyclicals/documents/hf_ben-xvi_enc_20090629_caritas-in-veritate_en.html" \t "_blank" ��Caritas in Veritate（真理に根ざした愛）�』の21段落


� Leaders’ Statement, The Pittsburgh Summit, 24-25 September 2009, Annex, 1


� � HYPERLINK "http://www.tilburguniversity.edu/about-tilburg-university/history/" \t "_blank" ��Tilburg大学の歴史�からも分かるが、この大学はカトリックのコペンハーゲン神父と5人の教授・8人の講師によって1927年開学された。第二バチカン公会議（1962年－1965年）が開催された直後の1963年には法学部と社会・行動科学部が、また、1967年には神学部が単科大学（Schools）としてそれぞれ開設された。その後も様々な学部を増やし80周年の2007年には、カトリック神学部部門の大学（University）と単科大学（Schools）とが統合され、経済学や法学の知識も豊富なカトリック神父・聖職者の養成に力を入れている。
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